
法人概況説明書＋帳簿の場合

【法人】一律支援型

1枚目 2枚目

■売上や営業利益
各月の額が明確でない場合、概況説明書の年間の売上または営業利

益の月平均に6をかけた数字を申請額としてみなす事が出来ます。

営業利益･･･Bに入力

売上･･･Ａに入力
対象期間（７月～12月分）

仕入原価･･･Eに入力
対象期間（７月～12月）

■燃油費、光熱水費
概況説明書内に項目が存在しないため金額の分かる書類が必要

になります。
※7～12月の金額がわかる書類（例）
月次決算書、損益計算書、残高試算表、帳簿 等

燃料費･･･Ｃに入力
・燃油費であることが分かる科目名（ガソリン代、軽
油代など）であれば名称は問いません。
・月ごとの金額が明確でない場合、各年間経費額の月
平均に6をかけた数字を申請額としてみなすことが出来
ます。

光熱水費･･･Ｄ
・年額から月平均を算出し、６か月分を経費額として
申請が可能。

・該当する金額等に下線や丸囲みなどして申請額が分
かるようにしてください
・追加の根拠資料（領収書等）の提出を求めることが
あります。

金額が分かる資料例②残高試算表（損益計算書など）

金額が分かる資料例①
ホームページ掲載の帳簿例



・売上減少要件・営業利益減少要件の入力例
売上の場合 営業利益の場合

売上･･･Ａ
・７月～12月の合計金額をシステムに入力。

②営業利益･･･Ｂ
年間の営業利益から月平均を出し、
その６カ月分として申請することが
可能です。

仕入原価･･･Ｅ
・７月～12月の合計金額を申請システムに入力。

光熱水費･･･Ｄ
・帳簿記載の7～12月の合計金額または年額か
ら月平均を算出し、６か月分を経費額として
申請が可能。

燃料費･･･Ｃ
・燃油費であることが分かる科目名（ガソリン代、軽
油代など）であれば名称は問いません。
・帳簿記載の7～12月の合計金額または月ごとの金額が
明確でない場合、各年間経費額の月平均に6をかけた数
字を申請額としてみなすことが出来ます。

・費用実績上昇要件の入力例
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